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１．事業の概要

１）流域の概要

天竜川は、幹川流路延長約213km、流域面積
5,090km2の我が国で有数の大河川です。

流域には、約124万人（10市12町15村）の人々が
生活しており、この地域の産業・経済・社会・文化の
基盤を築いてきました。

天竜川の流域概要

流域面積 5,090km2

幹川流路延長 約213km

流域市町村数 10市12町15村

流域市町村人口※ 約124万人

※出典： 平成22年度国勢調査速報値（総務省）

佐久間ダム（電源開発(株)S31完成）

愛知県北設楽郡
豊根村

静岡県浜松市
天竜区佐久間町

凡 例

東海道新幹線

鉄道 （ＪＲ）

鉄道 （私鉄）

高速道路

国道

県境

流域界

基準地点

想定氾濫区域

大臣管理区間

ダム

天竜川ダム再編事業
（佐久間ダム）

天竜川流域図

遠州灘
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天竜川ダム
再編事業

基準地点：鹿島



２）事業の目的及び計画内容

（２）計画内容

○位置（天竜川水系天竜川）：（右岸）愛知県北設楽郡豊根村 （左岸）静岡県浜松市天竜区佐久間町

○計画内容

＜洪水調節＞
既設利水専用ダムである佐久間ダム貯水池の運用方法の変更を行うとともに、新たに設定する制限水位

（EL.255.0m）からサーチャージ水位（EL.262.2m）の間の堆積土砂120万m3の掘削を行うことにより、新たに洪水
調節容量5,400万m3を確保する。

＜貯水池堆砂対策＞
恒久堆砂対策施設の整備により、ダム貯水池に流入する土砂をダム下流へ流下させ、恒久的な洪水調節容

量の維持を図るとともに、土砂移動の連続性の確保を図る。

天竜川ダム再編前後のダムの諸元

佐久間ダム
（再編前）

佐久間ダム
（再編後）

差分

形 式
重力式

コンクリートダム
重力式

コンクリートダム
－

堤 高 155.5m 155.5m －

流域面積 4,157km² 4,157km² －

利水容量※ 20,544万m³ 16,760万m³ 3,785万m³減

洪水調節容量 0m³ 5,400万m³ 5,400万m³増

総貯水容量 32,685万m³ 34,300万m³ 1,615万m³増

※洪水期の容量を記載

※差分は四捨五入の関係により合わない場合がある

※現構造令の名称では、サーチャージ水位
に相当

〈現在の貯水池容量配分図〉 〈再編後の貯水池容量配分図〉
（洪水期：6/1～10/10）
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（１）事業の目的

■利水専用の佐久間ダムを有効活用し、新たに洪水調節機能を確保して、天竜川中下流部の洪水氾濫から人々
の暮らしを守る。



事業計画概要図

排砂バイパストンネル
吸引方式排砂工法（吸引工法）

既設コンジットゲートの改造

スルーシング・フラッシング
（既設ゲートの活用）

洪水調節容量確保

貯水池掘削

佐久間ダム

秋葉ダム（電源開発（株））

２）事業の目的及び計画内容

放流施設

恒久堆砂対策施設

貯水池運用方法の変更

佐久間ダム佐久間ダム

【放流施設】
・既設コンジット
ゲートの改造

【恒久堆砂対策施設】
・恒久堆砂対策施設の整備により洪水調節機能の維持を図る

【洪水調節容量の確保】
・貯水池運用方法の変更
・貯水池掘削

【貯水池堆砂対策】

【洪水調節】

佐久間ダム（電源開発（株））

天竜川ダム再編事業のイメージ 3

（２）計画内容



３）事業の経緯

平成15年 8月 事業評価監視委員会にて審議（新規採択時評価）

平成16年 4月 実施計画調査に着手

平成18年 5月 天竜川ダム再編事業技術工法検討委員会を設立

平成18年 7月 天竜川ダム再編事業環境検討委員会を設立

平成20年 1月 天竜川ダム再編事業技術工法検討委員会とりまとめ

平成20年 3月 天竜川ダム再編事業環境検討委員会とりまとめ

平成20年 7月 天竜川水系河川整備基本方針を策定

平成20年 7月 天竜川ダム再編事業 排砂工法実証実験検討委員会を設立

平成20年 8月 事業評価監視委員会にて審議（新規採択時評価）

平成21年 4月 建設事業に着手

平成21年 7月 天竜川水系河川整備計画を策定

平成21年 8月
事業評価監視委員会への河川整備計画策定を受けての報告

（事業継続）

参考：平成20年度～23年度 吸引方式排砂工法実証実験（吸引工法の模型実験、現地実験）
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２．費用対効果分析

・事業全体に要する総費用(C)は約898億円であり、事業の実施による総便益(B)は約2,751億円です。
これをもとに算出される費用便益比(B／C)は約３．１となります。（ 前回評価 Ｂ／Ｃ 約２．３ ）

・平成２５年度以降の残事業費に要する総費用（Ｃ）は約790億円であり、この事業の実施によりもたら
される総便益（Ｂ）は約2,750億円となります。これをもとに算出される費用便益比（Ｂ／Ｃ）は約３．５
となります。

項目
前回評価

（平成21年度）

今回評価 前回評価との
主な変更点全体事業 残事業

B/C 2.3 3.1 3.5

総便益B 1,759億円 2,751億円 2,750億円 ・基準年の変更
・資産の更新に
伴う変更
・地形判読精度
の向上に伴う
変更
・河道評価年次
の変更

便益（治水） 1,734億円 2,719億円 2,719億円

一般資産被害 603億円 976億円 976億円

農作物被害 2億円 4億円 4億円

公共土木施設等被害 1,023億円 1,654億円 1,654億円

営業停止被害 54億円 40億円 40億円

応急対策費用 52億円 45億円 45億円

残存価値 25億円 31億円 31億円

総費用C 774億円 898億円 790億円 ・基準年の変更

建設費 596億円 670億円 563億円

維持管理費 178億円 227億円 227億円

■費用対効果分析 ■感度分析

残事業費（+10%～-10%）

残工期（+10%～-10%）

資産（+10%～-10%）

残事業（Ｂ／Ｃ）

3.3 ～ 3.7

3.4 ～ 3.5

3.8 ～ 3.1

全体事業（Ｂ／Ｃ）

2.9 ～ 3.3

3.0 ～ 3.1

3.4 ～ 2.8

○評価基準年次：平成24年度（前回評価基準年：平成21年度）
○総便益(B)：･便益(治水)については評価時点を現在価値化の基準点とし、治水

施設の整備期間と治水施設の完成から50年間までを評価対象期間
にして年平均被害軽減期待額を割引率を用いて現在価値化したも
のの総和
･残存価値：将来において施設が有している価値

○総費用(C)：･評価時点を現在価値化の基準時点とし、治水施設の整備期間と治水施
設の完成から50年間までを評価対象期間にして、建設費と維持管理費
を割引率を用いて現在価値化したものの総和

･建設費：天竜川ダム再編事業完成に要する費用
(残事業は、H25年度以降）
※実施済の建設費は実績費用を計上

･維持管理費：天竜川ダム再編事業の維持管理に要する費用

○割引率 ：「社会資本整備に係る費用対効果分析に関する統一的運用指針」により
4.0％とする。 5



○天竜川水系河川整備基本方針の状況

「社会資本整備審議会 河川分科会 河川整備基本方針検討小委員会」での審議を経て、平成20年7月25日に
策定しています。

○天竜川水系河川整備計画の状況

平成21年7月30日に策定された「天竜川水系河川整備計画」において、国管理区間における、当面の河川整備
の目標と実施内容について、対象期間を概ね30年として以下のとおりとしています。

【治水】

・治水に関する目標は、戦後最大規模相当となる昭和58年9月洪水、平成18年7月洪水と同規模の洪水が発生して
も、釜口水門放流量の段階的な増量分を含め洪水を安全に流下させる。

・上記の目標を達成するために、中下流部では船明ダム下流の樹木伐開や河口付近の河道掘削等を行うとともに、
佐久間ダムへの洪水調節容量の確保により水位低下を図る。また堤防整備や護岸整備、浸透対策等による堤防
の強化を行う。

【総合的な土砂管理】

・ダムにおいては、土砂の堆積による機能の低下に備え、堆砂容量の設定により計画的に容量を確保させるととも
に、恒久堆砂対策施設等の整備により土砂を流下させる。

・佐久間ダムに新たな吸引工法と土砂バイパストンネルによる恒久堆砂対策施設を整備し、貯水池への土砂流入を
抑制し、ダム地点における土砂移動の連続性を確保し、海岸侵食の抑制等を目指す。
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（１）関連事業との整合

３．評価の視点

１）事業の必要性等に関する視点



（２）事業を巡る社会経済情勢等の変化

①過去の主な災害実績（洪水）

●天竜川では、これまで幾度も洪水による被害を受けてきました。 戦後最大規模となる昭和58年9月洪水では、旧天竜
市（現浜松市天竜区）などで甚大な被害が発生しました。

天竜川中下流の主な水害

（S43.8洪水：浜松市天竜区）

注）表中は静岡県内および愛知県内の被害を指す。
※1：静岡県異常気象災害誌 静岡県産業気象協会・静岡県地方気象台編
※2：水害統計 国土交通省河川局
※3：静岡県地震防災センターＨＰ内「静岡県の災害年報」

発生年月 気象要因 被害の内容

明治44年 8月 豪雨 死者行方不明者19名※1､全壊77戸､流失105戸､半壊181戸※1､床上浸水5,446戸､床下浸水3,517戸※1

昭和20年10月 台風10号
死者･行方不明者34名※1､全壊･流失･半壊･一部損壊1戸※1､床上浸水131戸※1、床下浸水716戸※1､
浸水面積1,273ha※1

昭和28年 7月 低気圧 浸水家屋等30戸※1

昭和32年 6月 台風5号 死者･行方不明者3名※1､浸水面積1,400ha※1

昭和36年 6月 梅雨前線豪雨 流失14戸※2､全壊･半壊50戸※2､床上浸水356戸※2､床下浸水281戸※2､浸水面積2,881ha※2

昭和40年 9月 台風24号 全壊･流失13戸※2､半壊･床上浸水782戸※2､床下浸水806戸※2､浸水面積564ha※2

昭和43年 8月 台風10号
死者･行方不明者5名※1､全壊･流失17戸※2､半壊･床上浸水746戸※2､床下浸水912戸※2､
浸水面積346.1ha※2

昭和44年 7月 前線 全壊･流失3戸※2､半壊･床上浸水402戸※2､床下浸水475戸※2､浸水面積1,038.8ha※2

昭和45年 6月 前線 床上浸水1戸※2､床下浸水2戸※2､浸水面積64.7ha※2

昭和57年 7月 台風10号 床上浸水100戸※2､床下浸水319戸※2､浸水面積75.4ha※2

昭和58年 9月 台風10号 死者･行方不明者3名※3､全壊･流失･半壊4戸※2､床上浸水64戸※2､床下浸水21戸※2､浸水面積56.3ha※2

昭和60年 6月 台風6号 全壊･流失･半壊1戸※2､浸水面積0.1ha※2

平成 3年 9月 台風18号 死者･行方不明者1名※1､全壊･流失5戸※2､半壊3戸※2､床上浸水23戸※2､床下浸水98戸※2､浸水面積36.3ha※2

（S58.9洪水：
浜松市天竜区）
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１）事業の必要性等に関する視点



●流域内は、東名高速道路、国道1号、JR東海道新幹線等、東西を結ぶ、国土の基幹をなす交通の要衝となっています。
さらに平成24年4月から新東名高速道路が開通するなど、新たな交通網の整備も進んでいます。

●こうした状況のもと、浜松市並びにその周辺地域を含む浜松地域は、 自動車産業、オートバイ産業、楽器産業が盛ん
であり、日本有数の「ものづくりのまち」として発展しています。

※ 出典：浜松市の商工業（平成23年版）

【産業】

産業 全国比率

軽四輪自動車 約30％

オートバイ 約57％

ピアノ 約100％

浴衣 約42％

③地域開発の状況（人口）

●天竜川の氾濫により浸水の恐れのある区域を含む2
市の人口は、ほぼ横ばいであり、大きな変化はありま
せん。

※1 浸水区域：浜松市、磐田市（2市）
※2 出典：平成17年度国勢調査

平成22年度国勢調査速報値（総務省）

東海道本線
一般国道1号

東海道新幹線

東名高速道路

新東名高速道路

天竜川河口部からの斜め写真

浸水区域
※1

を含む市の人口
※2

約975,000人 約969,000人

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000
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１）事業の必要性等に関する視点

（２）事業を巡る社会経済情勢等の変化

②地域開発の状況（流域周辺の主要交通網及び産業）



河口から11.0km付近

東名高速道路下流地点 水位低下量 約0.2m
（河口から11.0ｋｍ付近） (天竜川ダム再編実施後）

11.0km付近

基準地点鹿島
25.0km

佐久間ダム

磐田市

6
7

8
9

10
11
12

13
14

15
16

17
18

2 102 202 302 402 502 602 702 802 902 1002 11021202

標高

（m）
浜松市

水位低下量
約0.2m

事業実施前※1 T.P.15.1m

事業実施後※2 T.P.14.9m

HWL 14.6m

※1：事業完成時点の河道で事業実施前
※2：事業完成時点の河道で事業実施後
※3：河川整備計画完了時点の河道で事業実施後

※記載されている図数値等は、現段階の試算値。

●ダム地点では（ピーク時）
調節後流量
6,400m3/s

流入量
7,500m3/s

佐久間ダム

1,100m3/s

天竜川本川の基準地点鹿島では
（河口から25.0km付近）

■事業実施前 約14,200m3/s
■事業実施後 約13,500m3/s
■洪水調節量 約700m3/s
■水位低下量 約0.3m

拡 大

HWL 14.6m

洪水を安全に調整し、
水位をH.W.L以下に低下

事業実施前※1 T.P.15.1m
事業実施後※2 T.P.14.9m

水位低下量
約0.2m

河川整備計画完了後※3 T.P.14.5m

河川整備計画完了後※3 T.P.14.5m
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●戦後最大規模相当となる昭和58年9月洪水と同規模の洪水に対して、佐久間ダム地点において最大約1,100m3/s
の洪水調節を行い、これにより、天竜川本川の鹿島地点において約14,200m3/sから13,500m3/sに低減することが
出来ます。

●河川整備計画においては、あわせて、樹木伐開や河道掘削等を行うことにより、同洪水を安全に流下させることを
可能とすることとしています。

遠州灘

東名高速道路

国道１号線

浜松市
磐田市

１）事業の必要性等に関する視点
（３）事業の投資効果

①洪水調節



流下土砂量の予測（試算）

※1：上流部の美和ダム再開発事業（三峰川バイパス）実施前
※2：流下土砂量のうち、造浜に寄与する0.2～0.85mmの砂成分の試算値

凡 例

流下土砂移
動の流れ

土砂移動の連続性が遮断されているイメージ

現状
現状※1

排砂実施（整備計画）
事業実施後

ダム放流

横川川

三峰川

小渋川

他支川
飯田松川

諏訪湖

松川ダム

美和ダム

小渋ダム

遠州灘

河口放出

支川発生

佐久間ダム

他の支川ダム

横川川

三峰川

小渋川

他支川
飯田松川

諏訪湖

松川ダム

美和ダム

小渋ダム

河口放出

支川発生

佐久間ダム

他の支川ダム

遠州灘

小渋川バイパス

三峰川バイパス

松川バイパス

ダム放流＋恒久堆砂対策

約120万m3/年

約240万m3/年

三峰川バイパス

約 60万m3/年
※約 0万m3/年※2

ダム放流

※約50万m3/年※2

ダム流入

約160万m3/
河口放出

※約30万m3/年※2

※約20万m3/年※2

約290万m3/年
ダム流入

※約60万m3/年※2

●現在、天竜川中下流域では、既設ダムにより土砂移動の連続性が遮断されています。

●恒久堆砂対策施設の整備により、ダム地点における土砂移動の連続性を確保することで、佐久間ダムからの流下土
砂量を現状の年間約60万m3から約120万m3に増加させ、海岸の造浜に寄与する砂成分※については、ほぼ流下して
いない状況から、年間約20万m3に増加させることにより、海岸侵食の抑制等を目指します。

約100万m3/年
河口放出

※約10万m3/年※2

※造成に寄与する0.2～0.85mmの砂成分
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１）事業の必要性等に関する視点
（３）事業の投資効果

②土砂の連続性の確保



天竜川ダム再編事業は、平成２１年度に建設事業に着手し、吸引方式排砂工法（吸引工法）の実証実験を含む施
設計画の検討を実施しています。平成２３年度迄 約７５．５億円（進捗率約１０％）

②貯水池堆砂対策（恒久堆砂対策施設）の検討状況

H18～H20

■天竜川ダム再編事業技術工法検討委員会
・恒久排砂対策施設や放流設備の改造などを対象に、技術的な評価と事業を実施していくうえで発生
する技術的課題について検討し助言を得ている。

■天竜川ダム再編事業環境検討委員会
・天ダム再編事業に伴うダム直下から海域までの物理環境、生物環境の変化について、専門技術的
な見地から検討・助言を得ている。

◆平成21年度の建設事業移行までに学識経験者等による委員会を設置し事業に対する助言を得ている。

H20～H23

■天竜川ダム再編事業 排砂工法実証実験検討委員会
・吸引工法の実証実験に関して、実証実件結果の評価方法及び評価等について審議し、吸引工法の
機能について確認する。

【実証実験の実施状況】
H20,H21  吸引工法現地実験（美和ダム三峰堰上流貯水池）、浚渫現地実験（佐久間ダム貯水池）
H22 吸引実験（佐久間ダム貯水池）
H23 固定式吸引工法模型実験、固定式吸引工法現地実験（佐久間ダム貯水池）

◆排砂工法の実証実験を、学識経験者等による委員会を設置し助言をいただきながら実施している。
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１）事業の必要性等に関する視点

（４）事業の進捗状況

①事業の進捗状況



２）事業の進捗の見込みの視点

●天竜川水系河川整備計画（平成21年7月）においては、治水に関する目標である、戦後最大規模と同

程度の洪水に対して、中下流部では船明ダム下流の樹木伐開や河口付近の河道掘削等を行うととも

に、佐久間ダムへの洪水調節容量の確保により水位低下を図ることとしています。また、佐久間ダム

に新たに洪水調節容量を確保する際には、ダム貯水池への堆砂を抑制する恒久堆砂対策施設を整

備し、洪水調節機能の維持を図ることとしています。

●本事業の実施においては、天竜川の治水安全度の向上のために、新たに洪水調節機能を確保する

ことの重要性に鑑み、効果の早期発現に向け、事業の進め方を含めた段階的な対応について検討し

ています。

●なお、恒久堆砂対策施設として計画している、吸引方式排砂工法については、技術開発途上の工法

であることから、学識経験者等による委員会を設置し助言を頂きながら、佐久間ダム貯水池における

現地実験などの実証実験を行い、新たな知見が得られた一方で、佐久間ダム貯水池に適用するにあ

たっての吸引能力、施工性等の課題が明らかになりました。恒久堆砂対策施設については、先進事

例である美和ダム再開発事業における恒久堆砂対策施設の実績等も参考に、引き続き検討を進めて

いく必要があります。
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３）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

●学識経験者等の委員で構成する、「天竜川ダム再編事業費等監理委員会」を設置し、各年度の予算
と事業内容、コスト縮減策等について報告しています。

●今後も引き続き設計段階や工事施工においても、工法の工夫や新技術の積極的な採用等により、コ
スト縮減に努めます。

【検討内容のイメージ】

■コスト縮減取り組みの予定
○高強度吹き付けコンクリートによるトンネル掘削工事費節減の検討

今後、詳細検討を進めていく排砂バイパストンネルについては、高強度吹き付けコンクリートを採用することで、鋼製
Ｈ支保工材料費および吹き付けコンクリート数量を低減が可能です。

また、施工時間が短縮されることで、労務費・機械リース料の削減効果が見込まれます。これにより掘削費の7%を縮
減した事例があることから、当工事での適用の可能性を検討する予定です。

●本事業計画は、流域における社会経済状況、自然環境の状況、河道状況等を前提としてコスト縮減や
代替案も含めて策定しましたが、状況変化並びに新たな知見・技術の進歩等により、必要に応じて適宜
見直しを行います。

（１）コスト縮減
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３）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

代替案 比較検討内容 事業費

案1 河道整備案

・治水効果の早期発現が難しい。
・中流部の改修による周辺地域への影響が大きい。
・佐久間ダムにおいて土砂移動の連続性が遮断されつづけ、海岸侵食の進行により高潮被
害が増大する懸念がある。

約1,300億円

案2
河道整備
+新たな洪水調整施設

・治水効果の早期の発現が難しい。
・洪水調節施設の流量低減効果700m3/sの増加を見込め、ダム下流全川にわたっての効果
が発現できる。

・中流部の改修による周辺地域への影響は比較的小さい。
・新たな洪水調節機能を確保する施設周辺の住民生活への影響を十分に配慮する必要が
ある。

・佐久間ダムにおいて土砂移動の連続性が遮断されつづけ、新たな施設における土砂移動
の遮断により、海岸侵食がさらに進行し、高潮被害が増大する懸念がある。

約1,300億円

案3
河道整備
+天竜川ダム再編事業

・治水効果を早期に発現できる。
・洪水調節施設の流量低減効果700m3/sの増加を見込め、ダム下流全川にわたっての効果

が発現できる。
・中流部の改修による周辺地域への影響は比較的小さい。
・海岸侵食の抑制による高潮被害の軽減が期待できる。
・佐久間ダムにおいて、土砂移動の連続性が一部確保される。
・海岸への供給土砂量が増加し、海岸侵食の抑止により、環境保全・再生が期待できる。

約1,200億円

「第5回天竜川流域委員会（H20.6.16開催）の資料を基に作成」

●天竜川水系河川整備計画（平成21年）においては、治水に関する目標とする、戦後最大規模相当となる昭和58年9月
洪水と同規模の洪水が発生した場合において、洪水を安全に流下させることが出来る対策案として、下記の３案を比
較しています。

●天竜川の社会経済上の重要性、財政の制約、治水事業の早期かつ広範囲な効果発現、現在の技術レベルでの環
境負荷等、並びに急激な海岸侵食の抑止効果等を勘案し、案3の河道整備を行うとともに天竜川ダム再編事業の実
施を選択しています。

●なお、現時点において前回評価時からの事業を巡る社会経済情勢等の大きな変化は見られません。

（２）代替案立案等の可能性

※仮に案1,2において、案3における海岸への供給土砂量を掘削・運搬すると、別途、約1,000億円（試算）が必要となる
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４．県への意見聴取結果

15

本事業は、利水専用既設ダムである佐久間ダムを有効活用し、新たに洪水調節機能を確保して、

天竜川中下流部の洪水被害の軽減を図ることと併せて、恒久堆砂対策施設の整備により、土砂移動

の連続性が確保され、海岸侵食の抑制が期待できる本県にとって大変重要な事業です。

天竜川の治水安全度向上と併せて、堆砂対策の段階的な対応による遠州灘沿岸への早期の土砂

供給について検討をお願いします。

また、各年度の事業実施に当たっては、引き続き県と十分な調整をお願いします。

静岡県への意見聴取結果は下記のとおりです。



５．対応方針（原案）

１．費用対効果分析
・費用対効果便益比（Ｂ／Ｃ）は約３．１となります。（前回評価Ｂ／Ｃ約２．３） また、残事業の費用便益費は約３．５となります。

２．評価の視点
１）事業の必要性等に関する視点

（１）関連事業との整合
・平成21年7月30日に策定された天竜川水系河川整備計画では、中下流部では、河道整備及び佐久間ダムへの洪水調節
容量の確保により水位低下を図るとしています。

・総合的な土砂管理においては、佐久間ダムに新たな吸引工法と土砂バイパストンネルによる恒久堆砂対策施設を整備し、
貯水池への土砂流入を抑制し、ダム地点における土砂移動の連続性を確保し、海岸侵食の抑制等を目指すとしています。

（２）事業を巡る社会経済情勢等の変化
①過去の主な災害（洪水）

・戦後最大規模となる昭和58年9月洪水では、旧天竜市（現浜松市天竜区）などで甚大な被害が発生しました。
②地域開発の状況

・流域内は、東名高速道路、国道1号、JR東海道新幹線等、東西を結ぶ、国土の基幹をなす交通の要衝となっています。さ
らに平成24年4月から新東名高速道路が開通するなど、新たな交通網の整備も進んでいます。

・こうした状況のもと、浜松市並びにその周辺地域を含む浜松地域は、 自動車産業、オートバイ産業、楽器産業が盛んであ
り、日本有数の「ものづくりのまち」として発展しています。

・天竜川の氾濫により浸水の恐れのある区域を含む2市の人口は、ほぼ横ばいであり、大きな変化はありません。

（３）事業の投資効果
＜洪水調節について＞

・戦後最大規模相当となる昭和58年9月洪水と同規模の洪水に対して、佐久間ダム地点において最大約1,100m3/sの洪水
調節を行い、これにより、天竜川本川の鹿島地点において約14,200m3/sから13,500m3/sに低減することが出来ます。

・河川整備計画においては、あわせて、樹木伐開や河道掘削等を行うことにより、同洪水を安全に流下させることを可能とす
ることとしています。

＜土砂の連続性の確保＞
・現在、天竜川中下流域では、既設ダムにより土砂移動の連続性が遮断されています。
・恒久堆砂対策施設の整備により、ダム地点における土砂移動の連続性を確保することで、佐久間ダムからの流下土砂量
を増加させ、海岸侵食の抑制等を目指します。
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５．対応方針（原案）

（３）事業の進捗状況

・平成21年度に建設事業に着手し、吸引方式排砂工法（吸引工法）の実証実験を含む施設計画の検討を実施しています。

・貯水池堆砂対策（恒久堆砂対策）の検討については、学識経験者等による委員会を設置し、助言を得て検討を進め、平成18
～20年度には、恒久堆砂対策施設や生物環境の変化等について検討し、平成20～23年には、排砂工法の実証実験を実施
しました。

２）事業の進捗の見込みの視点

・本事業の実施においては、天竜川の治水安全度の向上のために、新たに洪水調節機能を確保することの重要性に鑑み、効
果の早期発現に向け、事業の進め方を含めた段階的な対応について検討しています。

・なお、恒久堆砂対策施設として計画している、吸引方式排砂工法については、技術開発途上の工法であることから、学識経
験者等による委員会を設置し助言を頂きながら、佐久間ダム貯水池における現地実験などの実証実験を行い、新たな知見
が得られた一方で、佐久間ダム貯水池に適用するにあたっての吸引能力、施工性等の課題が明らかになりました。恒久堆
砂対策については、先進事例である美和ダム再開発事業における恒久堆砂対策施設の実績等も参考に、引き続き検討を進
めていく必要があります。

３）コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

・本事業計画は、流域における社会経済状況、自然環境の状況、河道状況等を前提としてコスト縮減や代替案も含めて策定
しましたが、状況変化並びに新たな知見・技術の進歩等により、必要に応じて適宜見直しを行います。

（１）コスト縮減

・学識経験者等の委員で構成する、「天竜川ダム再編事業費等監理委員会」を設置し、各年度の予算と事業内容、コスト縮減
策等について報告しています。

・今後も引き続き設計段階や工事施工においても、工法の工夫や新技術の積極的な採用等により、コスト縮減に努める。
（２）代替案立案等の可能性

・天竜川水系河川整備計画（平成21年）においては、3案の対策案を比較して、河道整備を行うとともに天竜川ダム再編事
業の実施を選択しています。

・なお、現時点において前回評価時からの事業を巡る社会経済情勢等の大きな変化は見られません。
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再評価の結果としては、事業の必要性に関する視点等より、事業は継続する対応方針としたい。

なお、継続に当たっては、天竜川の治水安全度向上のために、新たに洪水調節機能を確保すること
の重要性に鑑み、効果の早期発現に向け、事業の進め方を含めた段階的な対応について検討すると
ともに、引き続き恒久堆砂対策施設について検討を進めていくこととする。

５．対応方針（原案）

◆天竜川ダム再編事業

以上のことから、

18


